
第１４０回山形市都市計画審議会 
 

日 時：令和５年１１月８日(水) 午前１０時３０分 

場 所：市庁舎１１階 大会議室  

 

次   第 

１ 開    会 

２ 挨    拶 

３ 議    事 

（１）会長・副会長の選任 

（２）審 議 事 項 

議第１号 山形広域都市計画駐車場整備地区の変更（山形市決定） 

議第２号 山形広域都市計画駐車場の変更（山形市決定） 

４ 意 見 聴 取 

   山形市立地適正化計画の変更 

５ そ の 他 

６ 閉    会 
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諮問議案 

 
 議第１号 山形広域都市計画駐車場整備地区の変更（山形市決定）……………… １ 

 

議第２号 山形広域都市計画駐車場の変更（山形市決定）………………………… ３ 

 

 



議第１号 

 

山形広域都市計画駐車場整備地区の変更（山形市決定） 

 
１号山形市都市計画駐車場整備地区を次のように廃止する。 

 

上段：旧 

下段：新 

番号 種 類 面 積 備考 

１ 

 

－ 

山形市駐車場整備地区 

 

－ 

約229ha 

 

－ 

 

 

 

 

「区域は計画図表示のとおり」 

 

 

理 由 

当該地区については、計画的な駐車場整備の促進を図るため都市計画決定されたものであるが、駐車需要に対す

る駐車台数が既に確保され、駐車場整備を促進する必要がないことから廃止を行うもの。 
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議第２号 

 

山形広域都市計画駐車場の変更（山形市決定） 

 
都市計画駐車場中１号山形市香澄駐車場、２号くみあい駐車場、３号山形市中央駐車場、４号山形市大手町駐車場、

５号山形県営駐車場、６号山形市済生館前駐車場、８号山形市山形駅東口駐車場、９号山形駅西口駐車場を廃止する。 

 

上段：旧 

下段：新 

名称 
位置 面積 

構造 
備考 

番号 駐車場名 階数 

１ 
 
 
－ 

山形市香澄駐車場 
 
 
－ 

山形市香澄町二丁目地内 
 
 
－ 

約4,900㎡ 
 
 
－ 

自走式 
地下１層 
 
－ 

141台 
 
 
－ 

２ 
 
 
－ 

くみあい駐車場 
 
 
－ 

山形市幸町地内 
 
 
－ 

約1,100㎡ 
 
 
－ 

自走式 
地上５階 
 
－ 

171台 
 
 
－ 

３ 
 
 
－ 

山形市中央駐車場 
 
 
－ 

山形市旅篭町二丁目地内 
 
 
－ 

約2,000㎡ 
 
 
－ 

自走式 
地上６階 
 
－ 

311台 
 
 
－ 

４ 
 
 
－ 

山形市大手町駐車場 
 
 
－ 

山形市大手町地内 
 
 
－ 

約5,600㎡ 
 
 
－ 

自走式 
地上１階 
 
－ 

182台 
 
 
－ 

５ 
 
 
－ 

山形県営駐車場 
 
 
－ 

山形市旅篭町三丁目地内 
 
 
－ 

約2,800㎡ 
 
 
－ 

自走式 
地上５階６層 
 
－ 

300台 
 
 
－ 

６ 
 
 
－ 

山形市済生館前駐車場 
 
 
－ 

山形市七日町一丁目地内 
 
 
－ 

約2,300㎡ 
 
 
－ 

自走式 
地上５階６層 
 
－ 

437台 
 
 
－ 

８ 
 
 
－ 

山形市山形駅東口駐車場 
 
 
－ 

山形市香澄町一丁目地内 
 
 
－ 

約4,200㎡ 
 
 
－ 

自走式 
地上４階５層 
 
－ 

自動車500台 
自転車1,300台 
 
－ 

９ 
 
 
 
－ 

山形駅西口駐車場 
 
 
 
－ 

山形市城南町一丁目地内 
 
 
 
－ 

約1,500㎡ 
 
 
 
－ 

自走式 
地上８階 
地下１階９層 
 
－ 

自動車350台 
自転車2,000台 
 
 
－ 

 

「区域は計画図表示のとおり」 

 

理由 

当該施設については、周辺地域の駐車容量不足に対応するため都市計画決定されたものであるが、現在は駐車需要に

対する駐車台数が既に確保されるとともに、一般公共の用に供するという本来の役割を終えたと考えられることから廃

止を行うもの。 
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第１４０回山形市都市計画審議会 

 審 議 事 項 参 考 資 料 
 

 審議事項参考資料目次  
 

 

  １ 都市計画審議会諮問議案参考資料 

◇山形市まちなか駐車場適正化計画（案）について 

 ・山形市まちなか駐車場適正化計画（案）概要版………………………………………１ 

 ・山形市まちなか駐車場適正化計画（案）………………………………………………２ 

 

◇駐車場整備地区の廃止ついて（議第１号関連）………………………………………３７ 

 

◇都市計画駐車場の廃止について（議第２号関連）……………………………………３８ 

 

 

  ２ 山形市都市計画審議会条例他 

◇  条例………………………………………………………………………………………４１ 

◇  審議会運営要綱…………………………………………………………………………４３ 

◇  幹事会要綱………………………………………………………………………………４５ 

◇  委員名簿…………………………………………………………………………………４７ 

◇  幹事名簿…………………………………………………………………………………４８ 
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駐車場整備地区の廃止について 

 
１  根拠法令  都市計画法第８条第１項第８号 

駐車場法第３条第１項 
 
２  駐車場整備地区とは 

駐車場整備地区については、自動車交通が著しくふくそうする地区又は当該地区の周辺の地域内にお

いて自動車交通が著しくふくそうする地区で、道路の効用を保持し、円滑な道路交通を確保する必要が

ある地区を対象に、計画的な駐車場整備の促進を図る地区として都市計画に定めることができる。 
山形市においては、中心市街地及びその周辺地区の約２２９haを指定している。 

 
３  指定の経緯 

当初計画決定   平成 ３年１２月２５日  Ａ＝約２２９ha 

 
４  具体的理由 

モータリゼーションの進展により深刻化する路上駐車場問題の解消を図るため、計画的な駐車場整備

の促進を図る地区として、平成３年に駐車場整備地区を都市計画に定めた。 
しかし、近年、中心市街地では２軒の百貨店の閉店をはじめ、小規模な店舗の閉店も数多く発生し、

その土地・建物の有効活用が図られず、跡地がコインパーキングに姿を変え、まちなみの分断を招いて

いる。 
自動車利用が多い山形市においては、まちのにぎわいのために一定の駐車需要へ対応することは必要

だが、駐車場はまちの景観や歩行者の安全確保を阻害する要因となることから、需要に応じた適正な規

模での立地が求められる。 
このような背景を踏まえ、中心市街地の駐車場に関する実態調査を実施した結果、駐車需要に対する

駐車台数が既に確保されており、供給過剰である実態が浮き彫りとなった。また、人口及び自動車登録

台数が減少傾向であることや利便性の高い公共交通ネットワークの整備が順次進められていることなど

から、今後駐車需要が大きく増加する見込みもないため、駐車場の量的な確保を進める必要がないのが

現状である。 
このようなことから、駐車場整備を促進するために定めた駐車場整備地区については、その役割を終

えたと考えられることから廃止を行うものである。 
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都市計画駐車場の廃止について 

 
１  根拠法令  都市計画法第１１条第１項第１号 

駐車場法第１０条 
 
２  都市計画駐車場とは 

都市計画駐車場については、駐車場整備地区において、駐車需要に対応するため都市計画上必要な位

置に適正な規模で永続的に確保され、広く一般公共の用に供すべき駐車場として都市計画に定めること

ができる。 
山形市においては、８か所の駐車場を都市計画に定めている。 

 
３  都市計画駐車場決定状況 

名称 

位置 面積 

構造 

備考 

番号 駐車場名 階数 

１ 山形市香澄駐車場 香澄町二丁目地内 約4,900㎡ 
自走式 

地上１階 
141台 

２ くみあい駐車場 幸町地内 約1,100㎡ 
自走式 

地上５階 
185台 

３ 山形市中央駐車場 旅篭町二丁目地内 約2,000㎡ 
自走式 

地上６階 
311台 

４ 山形市大手町駐車場 大手町地内 約5,600㎡ 
自走式 

地上１階 
182台 

５ 山形県営駐車場 旅篭町三丁目地内 約2,800㎡ 
自走式 

地上５階６層 
300台 

６ 山形市済生館前駐車場 七日町一丁目地内 約2,300㎡ 
自走式 

地上５階６層 
437台 

８ 山形市山形駅東口駐車場 香澄町一丁目地内 約4,200㎡ 
自走式 

地上４階５層 

自動車500台 

自転車1,300台 

９ 山形駅西口駐車場 城南町一丁目地内 約1,500㎡ 

自走式 

地上８階 

地下１階９層 

自動車350台 

自転車2,000台 
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４  指定の経緯 
１号 山形市香澄駐車場 

当初計画決定 昭和４７年 ４月 ６日 山形市香澄町二丁目地内、面積4,900㎡、 

自走式地上１階で決定 

第1回計画変更 昭和５８年 ６月１７日 名称を山形市営香澄駐車場から山形市香澄

駐車場に変更 

 

２号 くみあい駐車場 

当初計画決定 昭和４７年１０月３０日 山形市幸町地内、面積1,100㎡、 

自走式地上５階で決定 

 

３号 山形市中央駐車場 

当初計画決定 昭和５８年 ６月１７日 山形市旅篭町二丁目地内、面積2,000㎡、 

自走式地上６階で決定 

 

４号 山形市大手町駐車場 

当初計画決定 昭和６０年 ６月１１日 山形市大手町地内、面積5,600㎡、 

自走式地上１階で決定 

 

５号 山形県営駐車場 

当初計画決定 平成 元年 ９月 ８日 山形市旅篭町三丁目地内、面積2,800㎡、 

自走式地上４階５層で決定 

第1回計画変更 平成 元年１２月１３日 構造を地上５階６層に変更 

 

６号 山形市済生館前駐車場 

当初計画決定 平成 ３年１２月２５日 山形市七日町一丁目地内、面積2,300㎡、 

自走式地上５階６層で決定 

 

８号 山形市山形駅東口駐車場 

当初計画決定 平成 ５年 １月 ６日 山形市香澄町一丁目地内、面積4,200㎡、 

自走式地上４階５層で決定 

 

９号 山形駅西口駐車場 

当初計画決定 平成 ９年 ７月２５日 山形市城南町一丁目地内、面積1,500㎡、 

自走式地上８階地下１階９層で決定 

 
 
５  具体的理由 

モータリゼーションの進展により深刻化する路上駐車場問題の解消を図るため、昭和４７年から平成

９年にかけて８箇所の駐車場を都市計画に定め、計画的な駐車場整備を進めてきた。 
  しかし、近年、中心市街地では２軒の百貨店の閉店をはじめ、小規模な店舗の閉店も数多く発生し、

その土地・建物の有効活用が図られず、跡地がコインパーキングに姿を変え、まちなみの分断を招いて

いる。 
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  自動車利用が多い山形市においては、まちのにぎわいのために一定の駐車需要へ対応することは必要

だが、駐車場はまちの景観や歩行者の安全確保を阻害する要因となることから、需要に応じた適正な規

模での立地が求められる。 
このような背景を踏まえ、中心市街地の駐車場に関する実態調査を実施した結果、駐車需要に対する

駐車台数が既に確保されていることに加え、都市計画駐車場の本来の目的である一般公共の用に供され

ず、付属施設の従業員や来訪者、周辺地域への通勤者など特定の用途に利用されている実態が浮き彫り

となった。また、人口及び自動車登録台数が減少傾向であることや利便性の高い公共交通ネットワーク

の整備が順次進められていることなどから、今後駐車需要が大きく増加する見込みもないため、駐車場

の量的な確保を進める必要がないのが現状であり、今後は様々なニーズを見据えて多目的に活用するこ

とが求められつつある。 
このようなことから、都市計画駐車場については、一般公共の用に供するという本来の役割を終えた

と考えられることから都市計画決定を外すことで、今後の多目的な利用を促進するものである。 
 
 

 

位置図【駐車場整備地区及び都市計画駐車場】 
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山形市都市計画審議会条例 
（趣旨） 

第１条 この条例は、都市計画法（昭和43年法律第100号）第77条の２第１項の規定に基

づく機関の設置等に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 この市に、山形市都市計画審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

（審議事項） 

第３条 審議会は、次に掲げる事項について調査審議するものとする。 

(１) 本市が定める都市計画に関すること。 

(２) 都市計画について、本市が提出する意見に関すること。 

(３) その他市長が都市計画上必要と認める事項に関すること。 

（組織） 

第４条 審議会は、委員18人以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 市議会議員 

(２) 知識経験を有する者 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（専門委員） 

第５条 審議会に特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時に専門委員若

干人を置くことができる。 

２ 専門委員は、市長が委嘱する。 

３ 専門委員は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものと

する。 

（会長及び副会長） 

第６条 審議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選によつて定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は欠けたときはその職務を代理する。 

（会議） 

第７条 審議会は、会長が招集し会議の議長となる。 

２ 審議会は、委員の２分の１以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもつて決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

（幹事及び書記） 

第８条 審議会の事務を処理するため、幹事及び書記若干人を置く。 

２ 幹事及び書記は、市職員のうちから市長が任命する。 

３ 幹事は、会議に出席し、意見を述べることができる。 

（庶務） 

第９条 審議会の庶務は、まちづくり政策部において処理する。 
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附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和46年３月20日条例第16号） 

この条例は、昭和46年４月１日から施行する。（以下略） 

附 則（昭和50年３月20日条例第５号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和50年４月１日から施行する。 

附 則（昭和56年６月22日条例第39号） 

この条例は、公布の日から施行し、昭和56年４月１日から適用する。 

附 則（平成３年３月26日条例第32号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正前の山形市都市計画審議会条例第３条第２項第２号の規定によ

り現に委嘱されている委員の任期満了に伴い、当該委員の後任委員として委嘱される者

の任期は、この条例による改正後の山形市都市計画審議会条例第４条第３項の規定にか

かわらず、市長が別に定める。 

附 則（平成７年６月28日条例第31号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（任期の特例） 

２ 改正後の第４条第１項に基づいて新たに委嘱された委員の任期については、同条第３

項の規定にかかわらず、市長が別に定める。 

附 則（平成11年12月24日条例第50号） 

この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年12月16日条例第42号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年12月21日条例第77号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成31年４月１日から施行する。 
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山形市都市計画審議会運営要綱  
（趣 旨） 
第１条 この要綱は、山形市都市計画審議会条例（昭和４４年市条例第３２号。以下｢条例｣

という。）に定めがあるもののほか山形市都市計画審議会（以下｢審議会｣という。）の

運営について必要な事項を定めるものとする。 
（招 集） 
第２条 会長は条例第７条第１項に規定する審議会の会議（以下「会議」という。）の招集を

するときは、当該会議が開催される２週間前までに、委員に対して開催の日時、場所及び

審議事項等を明示した通知を行うものとする。ただし、緊急に会議を開催する必要が生じ、

その暇がないときは、この限りでない。 
（委員の参集） 
第３条 委員は、前条に定める通知を受けたときは、当該通知に従い、会議に参集するもの

とする。 
２ 委員は、事故その他やむを得ない理由により会議に出席できないときは、その旨を会長

に届け出るものとする。 
（仮議長） 
第４条 委員の任期満了後、最初に行われる市長が招集する会議において会長を選任すると

きは、委員の互選により仮議長を選任し、当該仮議長が、会長の選任までの議事を進行す

るものとする。 
（会議の公開） 
第５条 会議は、山形市情報公開条例（平成９年市条例第３９号）第２９条第１項の規定に

基づき、原則として公開するものとする。 
２ 会議の公開の方法その他必要な事項は、会議の公開に関する実施要領(平成１０年１２月

１日施行)の定めるところによる。 
（傍聴定員等） 
第６条 会議の傍聴定員は、５人以上１０人以内とする。 
２ 会議の会場には、前項の傍聴定員に対応する一般傍聴席のほか、報道機関に対応する報

道席を設けるものとする。 
（傍聴手続等） 
第７条 傍聴の受付は、会議の開始３０分前から開始予定時刻までに行うものとする。この

場合、審議会は、一般傍聴者及び報道機関に対し、傍聴受付簿（別記様式）に所定の事項

を記載するよう要請するものとする。 
２ 審議会は、一般傍聴者の傍聴に係る傍聴要領（別紙）を定め、会場内の秩序維持を図る

ものとする。 
３ 審議会は、一般傍聴者及び報道機関に対し、当該会議で用いる資料と同様の資料を配布

するよう努めるものとする。 
（採 決） 
第８条 会議に諮られた議案の採決は、挙手によるものとする。 
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（議事録） 
第９条 審議会において議事録を作成し、議長及び議長の指名した２人以上の委員が署名す

るものとする。 
（議事録等の閲覧） 
第 10 条 閲覧に供するため、公開された会議の議事録及び当該会議で用いた資料を、審議会

終了後、まちづくり政策部まちづくり政策課窓口に備え付けるものとする。 
２ 前項に定める議事録等の閲覧は、当該会議を行った日の属する年度からその翌年度末ま

でとする。 
（関係者の出席） 
第 11 条 会長は、諮問された事項について必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、

意見若しくは説明を聴取し、又は資料の提出を求めるものとする。 
（その他） 
第 12 条 この要綱に定めのない事項は、会長が別に定める。 
 

附 則 
 この要綱は、平成１１年３月１９日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 
 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 
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山形市都市計画審議会幹事会要綱 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、山形市都市計画審議会（以下「審議会」という。）の事務を処理するための組織の

設置等について、必要な事項を定めるものとする。 

 （設置） 

第２条 この市に、山形市都市計画審議会幹事会（以下「幹事会」という。）を設置する。 

 （所掌事項） 

第３条 幹事会は、次に掲げる事務を行う。 

(1)  審議会に提出する資料の作成その他審議会の運営等に関すること。 

(2)  都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条の２の規定によるこの市に対する都市計画

の決定又は変更の提案に関すること。 

 （組織） 

第４条 幹事会は、幹事長、幹事及び書記をもって組織し、それぞれ次に掲げる者をもって充てる。 

(1)  幹事長 まちづくり政策部長 

(2)  幹 事 まちづくり政策部都市政策調整監、企画調整部長、商工観光部長、農林部長、 

  都市整備部長、上下水道部長、企画調整課長、公共交通課長、産業政策課長、 

ブランド戦略課長、農政課長、まちづくり政策課長、まちなみデザイン課長、 

建築指導課長、公園緑地課長、道路整備課長、河川整備課長、 

道路維持課長及び上下水道部経営企画課長 

(3)  書 記 まちづくり政策部まちづくり政策課の課長補佐（係長の職を兼務する者を除く。）、 

都市計画係長及び同係員 

（幹事長の職務） 

第５条  幹事長は、幹事会を代表し、会務を総理する。 

２ 幹事長に事故あるとき又は幹事長が欠けたときは、あらかじめ幹事長の指名した者がその職務を代理

する。 

（会議） 

第６条 幹事会の会議は、必要に応じ幹事長が招集し、幹事長は、その議長となる。 

（関係者等の出席） 

第７条 幹事会は、関係者又は学識経験者の出席を求め、その意見又は説明を求めることができる。 

 （庶務） 
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第８条  幹事会の庶務は、まちづくり政策部まちづくり政策課において処理する。 

（委任） 

第９条  この要綱に定めるもののほか、幹事会の運営等について必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

  この要綱は、平成９年２月１日から施行する。 

   附 則 

  この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

  この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

  この要綱は、平成２４年３月１日から施行する。 

 附 則 

  この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

  この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

  この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

  この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
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山形市都市計画審議会委員名簿 
第１号委員（市議会議員）  

氏      名 備   考 

安 久 津  優  

佐 藤  清 徳  

髙 橋  昭 弘  

渋 江  朋 博  

第２号委員（知識経験を有する者）  

氏      名 備   考 

三 浦  秀 一 東北芸術工科大学 

高 澤  由 美 山 形 大 学 

姥 浦  道 生 東 北 大 学 

宮 舘  照 彦 山形市自治推進委員長 
連 絡 協 議 会 

平 吹  和 之 山 形 県 建 築 士 会 

柿 崎  喜世樹 山 形 県 弁 護 士 会 

岩 田  雅 史 山 形 商 工 会 議 所 

斎 藤  一 美 山形農業協同組合 

遠 藤  紀 江 山形市農業委員会 

板 垣  信 廣 山 形 県 宅 地 建 物 
取 引 業 協 会 山 形 

鈴 木  美 香 山形県保育協議会 

峯 田  益 宏 株式会社山形新聞社 

森 田  裕 介 国 土 交 通 省 
山形河川国道事務所 

髙 橋  信 一 山 形 警 察 署 
                            【任期 令和７年６月３０日まで】 
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山形市都市計画審議会幹事名簿 
 

                                                

職        名 氏         名 備 考 

ま ち づ く り 政 策 部 長 渡 邊    俊 幹事長 

まちづくり政策部都市政策調整監 熱 海  裕 章  

企 画 調 整 部 長 畑 口  和 久  

商 工 観 光 部 長 髙 橋  清 真  

農 林 部 長 吉 原    仁  

都 市 整 備 部 長 伊 藤  林 也   

上 下 水 道 部 長 佐 藤  政 己   

企 画 調 整 課 長 工 藤    茂  

公 共 交 通 課 長 大 沼    功  

産 業 政 策 課 長 片 桐  道 徳  

ブランド戦略課長 高 橋    大   

農 政 課 長 長 橋    真  

まちづくり政策課長 丹 野  善 彦  

まちなみデザイン課長 佐 藤  一 大  

建 築 指 導 課 長 鑓 水  政 一  

公 園 緑 地 課 長 髙 橋  芳 昭  

道 路 整 備 課 長 芦 野  知 明  

河 川 整 備 課 長 田 中  一 義  

道 路 維 持 課 長 佐 藤  秀 弘  

経 営 企 画 課 長 西 塔  浩 人  
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第１４０回山形市都市計画審議会 

意 見 聴 取 資 料 
 

 

 意見聴取資料目次  
 

 

   山形市立地適正化計画の変更 
 
    ◇ 山形市立地適正化計画の変更について………………………………………………１ 
 

◇ 都市再生特別措置法（抜粋）………………………………………………………２４ 
 
 
                          
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



山形市立地適正化計画の変更について 
 

１ 立地適正化計画とは 

  立地適正化計画は、都市再生特別措置法に基づき、都市機能と居住機能を一定の区域内に緩

やかに誘導するとともに、これらの区域を利便性の高い公共交通ネットワークにより連携す

ることで、持続可能な都市構造を実現することを目的とした、市町村が策定主体となる計画で

す。 

山形市では、「多様なネットワークにより地域がつながり歩いて暮らせる健康で賑わいある

まちづくり」を目標に掲げた「山形市立地適正化計画」を令和３年３月に策定しています。 

 

２ 計画変更の目的 

山形市では、モータリゼーションの進展により深刻化する路上駐車問題の解消を図るため、

各種駐車場関連制度を活用し、路外駐車場の整備を促進してきました。 

  しかし、近年、中心市街地では、店舗閉店後の土地や建物の有効活用が図られないまま、跡

地がコインパーキングに姿を変え、まちなみの分断を招いていることに加え、中心市街地への

来訪者も減少傾向にあることから、駐車場の供給量が過剰となっている実態が明らかとなり

ました。 

  このような現状を踏まえ、駐車場の整備台数の適正化や出入口規制、多目的利用の促進を図

り、快適な歩行空間及びまちなみの連続性を確保することを目的に計画を変更するものです。 

 

３ 計画変更の内容 

都市再生特別措置法第８１条第６項の規定に基づき、駐車場配置適正化区域及び路外駐車場

配置等基準を設定します。これにより、駐車場配置適正化区域内に新たに駐車場を整備する場

合などに市に対する届出が必要となります。 

（１）新たに６章「中心市街地の駐車場に関する施策等」を追加し、駐車場配置適正化区域及び

路外駐車場配置等基準を設定します。 

（２）８章「届出制度」において、駐車場整備に関する届出制度を新たに設けます。 

 

４ 都市計画審議会への意見聴取及びパブリック・コメントの実施 

立地適正化計画の変更にあたっては、都市再生特別措置法第８１条第２４項において準用す

る同条第２２項の規定において、市町村都市計画審議会の意見を聴くこととされています。 

また、同法同条第２４項において準用する同条第２２項の規定に基づき、住民の意見を反映

させるための手続きとしてパブリック・コメントを実施しました。 

 【パブリック・コメントの実施概要と結果】 

   ◆実施案件名  山形市立地適正化計画の変更案 

◆実 施 期 間  令和５年８月７日（月）から９月６日（水）まで 

◆実 施 結 果  意見等の提出はありませんでした。 
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都市再生特別措置法（抜粋） 

〇都市再生特別措置法 

（立地適正化計画） 

第８１条  市町村は、単独で又は共同して、都市計画法第４条第２項に規定する都市計画区域内の

区域について、都市再生基本方針に基づき、住宅及び都市機能増進施設（医療施設、福祉施設、商

業施設その他の都市の居住者の共同の福祉又は利便のため必要な施設であって、都市機能の増進に

著しく寄与するものをいう。以下同じ。）の立地の適正化を図るための計画（以下「立地適正化計

画」という。）を作成することができる。 
２ 立地適正化計画には、その区域を記載するほか、おおむね次に掲げる事項を記載するものとす

る。 
一 住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化に関する基本的な方針 
二 都市の居住者の居住を誘導すべき区域（以下「居住誘導区域」という。）及び居住環境の向

上、公共交通の確保その他の当該居住誘導区域に都市の居住者の居住を誘導するために市町村

が講ずべき施策に関する事項 
三 都市機能増進施設の立地を誘導すべき区域（以下「都市機能誘導区域」という。）及び当該

都市機能誘導区域ごとにその立地を誘導すべき都市機能増進施設（以下「誘導施設」という。）

並びに必要な土地の確保、費用の補助その他の当該都市機能誘導区域に当該誘導施設の立地を

誘導するために市町村が講ずべき施策に関する事項（次号に掲げるものを除く。） 
四 都市機能誘導区域に誘導施設の立地を図るために必要な次に掲げる事業等に関する事項 
イ 誘導施設の整備に関する事業 
ロ イに掲げる事業の施行に関連して必要となる公共公益施設の整備に関する事業、市街地再

開発事業、土地区画整理事業その他国土交通省令で定める事業 
ハ イ又はロに掲げる事業と一体となってその効果を増大させるために必要な事務又は事業 

五 居住誘導区域にあっては住宅の、都市機能誘導区域にあっては誘導施設の立地及び立地の誘

導を図るための都市の防災に関する機能の確保に関する指針（以下この条において「防災指針」

という。）に関する事項 
六 第二号若しくは第三号の施策、第四号の事業等又は防災指針に基づく取組の推進に関連して

必要な事項 
七 前各号に掲げるもののほか、住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化を図るために必要な

事項 
３～５ ― 略 ―  
６ 第二項第六号に掲げる事項には、次に掲げる事項を記載することができる。 
一 都市機能誘導区域内の区域であって、歩行者の移動上の利便性及び安全性の向上のための駐

車場の配置の適正化を図るべき区域（以下「駐車場配置適正化区域」という。） 
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二 駐車場配置適正化区域における路外駐車場の配置及び規模の基準（第百六条において「路外

駐車場配置等基準」という。） 
三 駐車場配置適正化区域における駐車施設の機能を集約するために整備する駐車施設（第百七

条において「集約駐車施設」という。）の位置及び規模 
７～２１ ― 略 ―  
２２ 市町村は、立地適正化計画を作成しようとするときは、あらかじめ、公聴会の開催その他の

住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるとともに、市町村都市計画審議会（当該市

町村に市町村都市計画審議会が置かれていないときは、都道府県都市計画審議会。）の意見を

聴かなければならない。 

２３ ― 略 ― 
２４ 第二項から前項までの規定は、立地適正化計画の変更（第二十二項の規定については、国土

交通省令で定める軽微な変更を除く。）について準用する。 

 
 

【解説】 

立地適正化計画において、歩行者の移動上の利便性及び安全性の向上のために「駐車場配置適正

化区域」及び「路外駐車場配置等基準」を記載することができる。 

住民の意見とともに、公正かつ専門的な第三者の意見を反映させることが、立地適正化計画の着

実な実施を図る観点から重要であるため、立地適正化計画を変更する際、市町村都市計画審議会の

意見を聴くこととされている。 
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